










































需要曲線を DOD，長期限界費用を LMC，長期平均費用を LAC とする。ここで長期とは所与
の需要を満たすように設計すると規模の経済が働くため，短期平均費用の包絡線が LAC で示
されることを意味する。DOD は支払意欲（Willingness To Pay: WTP と略す）だから LMC と
DOD の交点 X で消費者余剰は最大となる。一方この X では LAC は LMC を上回り，LMC と
DOD の交点で価格 PM が決まると，PAEFPM だけの赤字が発生する。


















































　　　　 θMC ?AC??? j ?? ?
MC
AC  （５）
（４）（５）から MC と AC とは θを通じて
　　　　MC>AC のとき　 MC＝（１＋θ）AC （６）














X ?  （８）

























































θi ? ?  （16）
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θは正と定義されているので（19），（20）から固定費と可変費の比率 F／V と ωとの間には
次の関係が必要である。
　　　　費用逓増のケースでは　　 i ?F Vω  （18）


























θj ?  （21）




Marginal Cost Pricing 論争以来もっとも活発に議論されたテーマであった。ここでは過去の論
争へのレファレンスを最小限にとどめて，現在電力システム改革で中心となっている短期限界




SMC によってもたらされる消費者余剰は図－１で DOFPM で示される。同時に赤字は

























払い能力の差を反映しているものとする。EOS の存在によって A グループの供給コスト
はもっとも高い。これに対して C は消費量がもっとも多く EOS によって供給コストは低
下している。各ユーザは限界費用 MC に基づく従量料金 V と基本料 F とを支払う。各グ
ループ内では従量料金は均一の MC で徴収され，グループごとにユーザの消費量も均一で
あるとすると A グループのメンバーの従量料金合計は MC の水準に合わせて長方形 V1で
ある。同様に AC の水準に見合う均等な基本料を支払い合計は長方形 F1である。一方 C グ
ループでは EOS によって限界費用は低下しているので従量料金も低くなる。そして従量
料金の支払い総額は V3，基本料総額は F3となる。
さてここで先述した ROR が r であるとしよう。するとこの企業は平均費用に ROR を加
えた（１＋r）AC の料金をとることができる。需要曲線を DD とするとこれと MC との交
点で社会全体の消費者余剰は最大となる。そして供給量は XC，料金は PC となるがこの PC




















AX BX  CX  
???????????????????
7
A，B グループでは ROR の部分は斜線部の R1と R2となるが F1，F2では平均費用 AC しか



























C? F?V ? F?vX














生産量 X を境界として生産が X 以上であればコストは AC1の方が AC2よりも高く，X 以下な




は限界費用 v2で生産できるが，スポット的需要 d d が発生すると供給の限界に到達しこれ以上
の供給は不可能となると想定されている。この d d を O1を原点とする図に描く。企業は MC1と














O  X  X  
1AC  
22 vMC =  















θ ??  （25）
固定費 F2の赤字を補填可能のためには











































































































































　　　　a1 > a2 > a3





















模の発電所の平均費用が AC1，AC2，AC3である。例えば AC1と AC2を比べると，AC1と AC2が等
しくなる発電量 X1の左側では AC1の方が AC2よりも小さく，右側では AC2の方が AC1よりも小











































   
1L ? 2L ? 
1AC ? 2AC ???? 








わち図－７の MC3が１kWh あたり消費するときの料金である。これと WTP の交点で消費量が





































11 ACP?  
22 ACP ?  
? 
































SMC ではピーク時の需要曲線 a1D1と MC1の交点で需要量　が決まる。このときピーク料金
は P1であるから消費者余剰は斜線部の④となる。もし ROR 方式なら a1D1と AC1の交点で需要
量が決まることになるから消費者余剰はP? ?αβP'だけ SMC 方式よりも大きい。しかし SMC で
は料金が P1でコストは C1なのでP? C?αδ だけの黒字が発生する。今αβγの面積を無視すると
SMC 方式では消費者余剰の減少を上回る ? C?γδP' の面積だけ黒字の純増分がある。この純増分
はベース時に発生している赤字を補填する原資となるので，SMC が消費者にもたらす便益で
ある。
黒字純増分 ? C?γδP' は黒字総額P? C?αδ の一部だからその比率を s1（０<s1<１）とすると黒字とし
て発生する⑥は
　　　　
? C? ? s?P? C? ? s? P? AC? X?
*





　　　　　　　	= s? C??θ 	 （38）




































































































s? ? s?) P? C?? γδαβγ ?  （39）
s1は0.1程度とするとαβγは無視できるオーダーである。
















? ?? ?? ?C?C?RP ?? θ?θ ?? ?C??θ?  （41）
s1θ1C1は ROR の消費者余剰を上回るネットの SMC の黒字分で（１−θ1）C1はベース電源が
ピーク時に操業することの追加収入である。
ミドル時についても同じように消費者にとっての便益を計算することができる。ミドル時の
消費者余剰は⑤で黒字純増分⑦は黒字総額P? C?γ δ' ' ' の一部 s2（０<s2<１）なので
　　　　
P? C? ? s?P? C?
? s? P? C??X?
*






' ' ' ' '



















s? ? s?? P? C??





















C??θ ?θ θ θ θ ?θ? ? ? ??
?
　　　　　? ?? ? s? ?C?? ? ? ?
?





C??θ ?θ ?θ ?θ ?θ ?θ? ? ?  （45）
（45）式の D の符号を考察し，経済的含意を明らかにしよう。もし D が正の値をとりうる
範囲が広ければ SMC が ROR よりも消費者の利益に貢献しうることになる。言い換えれば全
面自由化で小売市場に限界費用料金を適用することは経済的にみて効率的である。しかし D
















































　　　　 F Vω ?
が必要である。つまり ωは固定費／可変費の比率よりも大きい必要がある。

















θ ?? ?? F V ??
すなわち
　　　　 ?C? F?θ ?
　　　　 ?? ?C? V??θ ??
となる。つまりベースの赤字は固定費 F3と一致する。
このとき D は次のように単純化できる。













































































ベース 240,000 68,540 14,694 3,427 59億
ミドル 160,000 124,460 4,871 3,556 12億
ピーク 80,000 142,240 2,435 1,778 ４億












































































もしこの X が非常に大きいとすれば ROR は SMC よりも余剰比較において劣る可能性もあ
ることに注意せねばならない。これについては続篇で分析を行う。
しかし本稿では SMC によるピークとミドルの黒字がベースの赤字を補填しうるかに焦点を
あてた。これによれば電力産業のコスト構造では十分な黒字が生み出されることは難しいとい
う結果を得た。SMC の赤字を救済する方法が提案されている。その一つはピーク時の料金を
固定費が回収できる程度まで急激に上げる方法である。つまり θ1の値を人為的に上昇させる。
このときには料金が平均の何10倍になってもかまわないという考え方である。言い換えれば政
府による新しい課税が導入される必要がある。具体的に見ると１年の内ある期間は一般の消費
者が電気を買えないような高価格となり，消費をあきらめる外ないという状態が前提とされ
る。
このような課税方式が固定費回収のために制度として組み込まれる必要があるとしたら，総
22
括原価方式を古草履のように棄てて，SMC に移行する前に慎重に両者の比較検討を行う必要
があるだろう。
SMC という市場原理型の改革を行おうとすると赤字解消のための新しい課税が必要となる
というのは根本的な矛盾ではないだろうか。
